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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 345,877 - -  296,877 239,619 57,258 - 49,000 - 

1 単
通常事

業
11

新型コロナウ
イルス感染症
町民情報提供
事業

①目的・効果
新型コロナウイルス感染症予防及び拡大防止のため、リーフレッ
トやチラシ、看板等により町民への情報提供の充実と強化を図
る。
②交付金を充当する経費内容
（1）町民全戸配布用の用紙代（消耗品費）
（2）リーフレット等作成用印刷製本代（印刷製本費）
（3）啓発看板の作成（委託費）
③積算根拠（対象数、単価等）
（1）チラシ作成のための用紙　消耗品費　　224千円
（世帯数 16100世帯　全戸配布1回あたり　3,200円（1箱）×7箱
＝22,400円　　22,400円×10回＝224千円）
（2）リーフレット等作成のための印刷製本費     576千円
（288千円×2回＝576千円）
（3）啓発用看板作成　委託費　200千円
（20千円×10基＝200千円）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
地方公共団体

－ － － － － －
①-Ⅰ-６．情

報発信の充実
㉑いずれも該

当しない
R3.5 R4.3 1,000 1,000 1,000 - - R3補正（地）

2 単
通常事

業
12

公共的施設等
の安全安心確
保対策事業

①目的・効果
公共的施設など、社会生活維持のために必要な施設における
新型コロナウイルス感染症リスクの削減を図るための対策を実
施する。
②交付金を充当する経費内容
（1）施設用トイレ・手洗器の自動洗浄化、トイレの洋式化等整備
工事（工事請負費）・実施設計費（委託費）・建築確認申請手数
料（役務費）
③積算根拠
（1）しばたの郷土館（図書館・和室棟）トイレ改修工事
工事費一式＝4,800千円
（2）船迫公民館トイレ改修工事
工事費一式＝2,850千円
（３）総合運動場多目的グラウンドトイレ改修工事
工事費一式＝29,040千円
（４）東船岡駅トイレ改修工事
実施設計委託料一式＝2,500千円
建築確認申請手数料一式＝30千円
工事費一式＝26,000千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（1）地方公共団体（しばたの郷土館（図書館・和室棟）・船迫公民
館・総合運動場多目的グラウンド・東船岡駅トイレ）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

①３密対策 R3.5 R4.3 65,220 65,220 65,220 - - R3補正（地）

4 単 通常事
業

-
緊急小口資金
利用者家計支
援事業

①目的・効果
新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、失業や休業、パート収
入減により家計や事業経営が急変し、緊急小口資金を借りた利
用者（世帯）を支援する。
②交付金を充当する経費内容
（1）緊急小口資金利用者（世帯）家計支援給付金【利用者1人
（世帯）1回50千円（100人（世帯）を想定）】　（負担金補助及び交
付金）
③積算根拠（対象数、単価等）
（1）家計支援給付金　50千円×100人（世帯）＝5,000千円
（2）役務費（通信運搬費）
・84円×100件×2回≒17千円
・99円×100件×1回≒10千円
（3）役務費（振込手数料）
・110円×100件＝11千円
・ 660円×　5件≒  4千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
緊急小口資金の利用者世帯

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 5,042 5,042 5,042 - - 

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響による失業や休業、パート収入
減により、家計や事業経営が急変し
た「緊急小口資金」利用者の支援を
目的とした事業であり、その給付対
象者は合理的な範囲であり、日常
生活に影響を受けている現状から
緊急性もあり、やむを得ない個人を
対象にした支援事業である。

R3補正（地）

5 単
通常事

業
106

就学援助費受
給認定者家計
支援事業

①目的・効果
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、生活が厳しくなっ
ている準要保護の認定を受けている世帯を支援し、児童生徒の
就学を援助する。
②交付金を充当する経費内容
（1）準要保護認定世帯(一人親世帯を除く)に20千円を支給（負
担金補助及び交付金）　【第１回給付・第２回給付】
③積算根拠（対象数、単価等）
（1）【第１回給付】1世帯20千円×75世帯＝1,500千円
　　 【第２回給付】1世帯20千円×60世帯＝1,200千円
（2）郵送料　84円×135世帯≒13千円
（3）振込手数料　110円×135世帯≒16千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（1）準要保護認定世帯(一人親世帯を除く)135世帯

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 2,729 2,729 2,729 - - 

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により、生活が困窮している準
要保護の認定を受けた世帯への支
援をとおして、児童生徒の就学援助
を目的にした事業であり、その給付
対象者は合理的な範囲であり、日
常生活に影響を受けている現状か
ら緊急性もあり、やむを得ない世帯
を対象にした支援事業である。

R3補正（地）

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響による家計の急変や、パート等
の収入減により、特に生活が困窮し
やすいひとり親家庭や障がい児の
いる家庭への生活支援と、ストレス
を抱えやすい妊婦の生活支援を目
的とした事業であり、その給付対象
者は合理的な範囲であり、日常生
活に影響を受けている現状から緊
急性もあり、やむを得ない個人を対
象にした支援事業である。

R3補正（地）- - 39,597 39,597 39,597 －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

⑭ハートフル R3.4 R4.3－ － － － ○

①目的・効果
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、家計の急変や
パート等の収入減によって生活が困窮しているひとり親家庭等
への生活支援と、ストレスを抱えやすい妊婦の心への気遣いや
生活を支援するため、給付金を支給する。
②交付金を充当する経費内容
（1）ひとり親家庭（児童扶養手当受給者）への給付金
（負担金補助及び交付金）【第１回給付・第２回給付】
（2）障がい児のいる家庭（特別児童扶養手当受給者）への給付
金（負担金補助及び交付金）【第１回給付・第２回給付】
（3）母子健康手帳交付妊婦への給付金（負担金補助及び交付
金）
③積算根拠（対象数、単価等）
（1）【第１回給付】410世帯×30千円＝12,300千円
　 　【第２回給付】365世帯×30千円＝10,950千円
（2）【第１回給付】120世帯×30千円＝3,600千円
　 　【第２回給付】115世帯×30千円＝3,450千円
（3）290人×30千円＝8,700千円
（4）消耗品費　　一式＝134千円
（5）印刷製本費 一式＝32千円
（6）通信運搬費 一式＝253千円
（7）振込手数料 一式＝178千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（1）児童扶養手当受給者世帯
（2）特別児童扶養手当受給者世帯
（3）母子健康手帳交付妊婦

3 単
通常事

業
106

ひとり親家庭・
妊婦等への生
活支援臨時給
付金事業
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特定事業
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所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

合計

事業
終期
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7 単
通常事

業
-

コロナワクチ
ン接種におけ
る高齢者・障
がい者等交通
弱者に対する
移動手段確保
支援事業

①目的・効果
65歳以上の高齢者のみの世帯の世帯員や障がい者等交通弱
者が、コロナワクチン集団接種会場への移動手段としてタクシー
を利用する場合、2回分2,000円を補助し、スムーズなコロナワク
チン接種環境の整備を図る。
②交付金を充当する経費内容
（1）タクシー利用に係る助成金（負担金補助及び交付金）
③積算根拠（対象数、単価等）
（1）65歳以上の高齢者のみの世帯の世帯員（利用者を2,300人
と想定）
＠2千円×2,300人＝4,600千円
（2）65歳以上の障がい者手帳保持者（180人を想定）
＠２千円×180人＝360千円
（3）消耗品費　　 一式＝  30千円
（4）印刷製本費　一式＝230千円
（5）通信運搬費　一式＝234千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（1）65歳以上の一人暮らしの高齢者（2,300人を想定）
（２）65歳以上の障がい者手帳保持者【肢体不自由総合１・２
級】、障害福祉サービス利用者【同行援護・行動援護・通院等介
助の高齢者】（180人を想定）

－ － － － － －

②-Ⅰ-３．ワク
チン接種体制
の整備、治療
薬の開発等

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 5,454 5,454 5,454 - - R3補正（地）

9 単 通常事
業

109
公共施設等維
持管理体制持
続化事業

①目的・効果
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、休業を余儀なくさ
れた、町施設の管理を委託する船岡城址公園や太陽の村の指
定管理者に対し、再開後に円滑な事業経営が維持・継続できる
よう支援する。
②交付金を充当する経費内容
（1）公共施設等維持管理体制持続化支援金（負担金補助及び
交付金）
③積算根拠（対象数、単価等）
（1）公共施設等維持管理体制持続化支援金
1件（事業者）＝18,000千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
一般社団法人柴田町観光物産協会

－ ○ － ○ － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R3.12 18,000 18,000 18,000 - - 

事業の目的や経費、効果などを
ホームページで公表済み
　　　　　　↓（URL）
https://www.town.shibata.miyagi.jp/
index.cfm/82,0,163,327,html

R3補正（地）

R3補正（地）- 49,000 101,646 52,646 52,646 －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R4.3－ ○ － － －

①目的・効果
新型コロナウイルス感染症の急激な拡大による行動の自粛や、
消費活動の変容等に伴う売上の急減により経済的な打撃を受
けた店舗等に対して事業の継続を支援するため、第1期・第2期
それぞれで支援金を10万円から最大30万円支給する。
【売上減少期間】
第1期 ： 令和3年1月～ 6月まで
第2期 ： 令和3年7月～12月まで
②交付金を充当する経費内容
（1）事業継続支援金（負担金補助及び交付金）
（2）交付事務郵送料（役務費通信運搬費）
（3）口座振込手数料（役務費口座振込手数料）
（4）任期付会計年度任用職員報酬（報酬費）
③積算根拠（対象数、単価等）
（1）一昨年又は昨年の同月と比較し、売上が20％以上50％未満
減少した事業者に10万円を支給（150事業者を想定）
・＠100千円×150事業者＝15,000千円
（2）一昨年又は昨年の同月と比較し、売上が50％以上減少した
事業者に20万円（380事業者を想定）
・＠200千円×380事業者＝76,000千円
（3）一昨年又は昨年の同月と比較し、売上が300万円以上減少
した事業者に10万円（100事業者を想定）
・＠100千円×100事業者＝10,000千円
（4）通信運搬費　一式＝44千円
（5）振込手数料　一式＝77千円
（6）任期付会計年度任用職員
＠105千円×5カ月＝525千円
※新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金受給者は対象外
※「宮城県新型コロナウイルス感染症対応事業者支援市町村事
業補助金」49,000千円を事業費に充当
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（1）一昨年又は昨年の同月と比較し、売上が20％以上50％未満
減少した町内事業者
（2）一昨年又は昨年の同月と比較し、売上が50％以上減少した
町内事業者
（3）一昨年又は昨年の同月と比較し、売上が300万円以上減少
した町内事業者

8

事業者
支援(①
事業者
支援)

51
令和３年度事
業継続支援金

支給事業
単

R3補正（地）- - 18,500 18,500 18,500 －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑫文化芸術・
スポーツ・コン
テンツビジネス

R3.4 R4.3－ － － － －

①目的・効果
街歩き、里山歩きやガーデン巡り等、地域の自然景観の魅力や
歴史・文化、暮らしの営みを再発見しながら、快適で心地よい空
間を楽しく歩くといった「歩くことの魅力」を新たな生活スタイルの
中に浸透させ、多くの人たちが健康増進やコロナ禍での心の癒
しにつなげられるよう、歩きたくなる道づくりや魅力あふれる沿道
景観づくりを通して、ウォーカブルな空間を整備する。
②交付金を充当する経費内容
（1）緑道・道標・歴史文化解説板・周辺景観整備（工事請負費）
（2）まち歩き・里山ウォークの開催（コースマップ作成・ガイド育成
講習会開催）（報償費・消耗品費・印刷製本費）
③積算根拠（対象数、単価等）
（1）歩きたくなる道づくり事業
・階段整備　＠ 500千円×15ｍ＝ 7,500千円
・緑道整備　＠   50千円×50ｍ＝ 3,300千円
　　　　　　　　　　　　　　　　合計　 10,800千円
（2）魅力あふれる沿道景観形成事業
・道標設置　　　　　 ＠ 220千円× 5基＝ 1,100千円
・歴史文化解説板　＠ 350千円× 4基＝ 1,400千円
・周辺景観整備　　 　　　　　　　 　一式＝ 4,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    合計　6,500千円
（3）まち歩き・里山ウォークの開催事業
・コースマップやチラシの作成（印刷製本費）一式＝1,000千円
・ガイド謝金、研修会講師謝金（報償費）　　一式＝70千円
・研修会資料等消耗品（消耗品費）　　　　　一式＝130千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　1,200千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（1）地方公共団体

6 単 通常事
業

108

歩くことからは
じめよう、新た
な生活。
「歩くまち柴田
-
SHIBATALK-
」
推進環境整備
事業
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10 単 通常事
業

53

2021飲食店
及び直売所等
利用拡大応援
事業

①目的・効果
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、特に売上げが落
ち込んだ飲食店や直売所等を支援し、また、新生活様式の普及
により今後需要が見込まれるテイクアウト店を支援するため、幅
広い参加が可能なスタンプラリーを実施し、販路開拓を図る。
②交付金を充当する経費内容
（1）飲食店及び直売所等利用拡大応援事業委託（委託料）
③積算根拠（対象数、単価等）
（1）業務委託料　一式＝11,000千円　（業務内容：チラシ、ポス
ター、スタンプ台紙、のぼり旗、回収箱等印刷費・広告宣伝費・デ
ザイン料・参加店募集経費・通信費・抽選・景品経費・感染防止
対策費・消耗品・雑費等・事業従事者人件費（臨時職員等））
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（1）しばた里山産直巡りスタンプラリー（16店舗参加予定）
（2）テイクアウト店巡りスタンプラリー（25店舗参加予定）

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑯地域商社、
観光地域づくり
法人（DMO）

R3.5 R4.3 11,000 11,000 11,000 - - R3補正（地）

11 単
通常事

業
71

2021観光・シ
ティプロモー
ション活動事
業

①目的・効果
アフターコロナに向けて地域振興や観光振興の再構築を目指
し、さらなる関係人口の拡大や集客力の強化を図るため、新聞
やデジタルサイネージ等の広告媒体を活用したシティプロモー
ション活動を強化する。
②交付金を充当する経費内容
（1）主に、新聞やJR駅のデジタルサイネージ等の広告媒体を活
用した町のシティプロモーション事業（役務費広告料）
（2）町のシティプロモーション用ツール（動画・紙媒体・ノベル
ティ）制作事業（委託料）
③積算根拠（対象数、単価等）
（1）新聞広告（大阪府内版）　一式＝4,312千円
（2）年賀状ハガキ広告　　　   一式＝1,097千円
（3）デジタルサイネージ広告（東京駅等）一式＝5,170千円
（4）宅急便ダンボール広告　 一式＝253千円
（5）プロモーション用ツール（動画・パンフレット・ノベルティ）製作
委託料　　一式＝3,000千円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（1）地方公共団体

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑱新たな旅行 R3.5 R4.3 13,832 13,832 13,832 - - R3補正（地）

12 単
通常事

業
107

コロナ禍等に
おける子ども
や女性の負担
軽減を図るた
めの支援事業

①目的・効果
新型コロナウイルス感染症拡大の影響による子どもや女性の負
担軽減を図るため、小・中学校等に衛生用品を確保し、経済的
理由により用意が困難な子どもたちや困っている女性に配布す
るとともに、避難所や保育所等において衛生用品や子ども用非
常食等を備蓄する。
②交付金を充当する経費内容
（１）衛生用品の確保（小・中学校生、困窮女性、町内避難所）
１．小・中学校（計９校）　　　１，１４０パック（２０個入）
２．町内避難所（９ヵ所）　　　　　　３０パック（４３個入）
３．経済的困窮者（女性）　　１，４４０パック（２０個入）
（２）町内保育所におけるアルファ米やクッキー等、子ども用非常
食・保存食等の確保
１．アルファ米・ライスクッキー他（3施設）
（３）町内避難所への子ども用・女性用衛生用品の確保(追加)
１．子ども用　　９パック（164個入）
２．成人用　 　 ９パック（108個入）
３．成人用　 　 ９パック（88個入）
③積算根拠（対象数、単価等）
（１）衛生用品の確保（小・中学校生、困窮女性、町内避難所）
　　１．小・中学校（計９校）　　※必要数1,140パック
　　＠600円×1,140パック（２０個入）＝684,000円
　　２．町内避難所（9ヵ所）＠3,000円×30パック（43
　　個入）×消費税10％×9ヵ所＝891,000円
　　３．経済的困窮者（女性）　※必要数1,440パック

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

⑭ハートフル R3.6 R4.3 5,747 5,747 5,747 R3補正（地）

13 単 通常事
業

-

新型コロナウ
イルス感染症
対策実施事業
者支援事業

①目的・効果
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により売上が大きく落ち
込んだ事業者で、感染拡大防止のためにアクリル板の設置や空
調設備による換気座、席数の削減など感染対策を徹底し、「み
やぎ飲食店コロナ対策認証マーク」を掲示した場合、町独自に事
業者支援金を支給し、飲食店利用時の安心と利用促進を図る。
②交付金を充当する経費内容
新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援金への充当
（１事業者１０万円）
③積算根拠（対象数、単価等）
（１）新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援金
　　　１件１０万円×４０事業者を想定　＝4,000,000円
（２）通信運搬費＝9,000円
（３）振込手数料＝18,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
売上が減少した事業者で、「みやぎ飲食店コロナ対策認証マー
ク」を掲示した感染対策徹底を図る町内の事業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 4,027 4,027 4,027 R3補正（地）

14 単 通常事
業

102

学校における
新型コロナウ
イルス感染症
対策事業

①目的・効果
新型コロナウイルス感染拡大の影響による、修学旅行のキャン
セル料等発生に対し対策を講じることにより、学校活動の感染症
対策を円滑に進めるための環境整備を図る。また、小中学校で
の感染リスクを抑え、二次感染を防止するため、教職員室へアク
リル板の設置を行う。
②交付金を充当する経費内容
（１）修学旅行のキャンセル料等（中学校分）への充当
（２）小・中学校９校の教職員室へのアクリル板の設置
③積算根拠（対象数、単価等）
（１）修学旅行のキャンセル料等　　１式＝300,000円
（２）アクリル板の設置費　１式＝1,445,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（１）柴田町立中学校１校分
（２）柴田町立小学校６校・中学校３校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.7 R4.3 1,745 1,745 1,745 R3補正（地）

15 単
通常事

業
-

事業者家賃支
援事業

①目的・効果
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う、自粛や消費行動
の変容によって売上が大きく落ち込んだ事業者に対し、固定経
費である地代・家賃の負担軽減を図るための支援を行い、事業
の継続を支援する。
②交付金を充当する経費内容
（１）家賃支援金（１事業者１０万円×１００事業者を想定）
（２）通信運搬費
（３）振込手数料
（４）会計年度任用職員（パートタイム）報酬
③積算根拠（対象数、単価等）
（１）家賃支援金　　１０万円×１００事業者＝10,000,000円
（２）通信運搬費　　　 ８４円×１００事業者≒　　　 9,000円
（３）振込手数料　　（正常振込）110円×100件＝11,000円
　　　　　　　　　　　  （振込ｴﾗｰ） 660円× 10件≒　7,000円
（４）会計年度任用職員（パートタイム）報酬
　　時給920円×1日6時間×1月19日×6カ月≒630,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
売上が減少し、事業用地代・家賃を負担する町内事業者

－ － ○ － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 10,657 10,657 10,657 R3補正（地）
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16 単
通常事

業
69

里山エリアを
活用したマイ
クロツーリズ
ム推進事業

①目的・効果
ウィズコロナ・ポストコロナに向けて、ソーシャルディスタンスが取
りやすいフィールドである里山エリアにおいて、里山体験や交流
拠点の整備をとおして、マイクロツーリズムの素地を涵養し里山
エリアの魅力向上を図るとともに、新型コロナウイルス感染拡大
の影響で需要が落ちた町の特産品である花きの生産者を支援
するため、里山花き振興イベントを開催し、里山で生産される花
卉の需要拡大を図る。
②交付金を充当する経費内容
（１）里山エリアマイクロツーリズム体験業務委託料
（２）里山エリアサイン設置工事費
（３）都市と農村の交流拠点施設遊具設置工事費
（４）施設点検管理環境向上対策事業補助金（間接補助）
③積算根拠（対象数、単価等）
（１）里山エリアマイクロツーリズム体験業務委託料
　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　 一式＝2,450,000円
（２）里山エリアサイン設置工事費
　　　　　　　　　　　　　　　　　設計費一式＝1,533,000円
（３）都市と農村の交流拠点施設遊具設置工事費
　　　　　　　　　　　　　　　　　設計費一式＝1,197,000円
（４）施設点検管理環境向上対策事業補助金（間接補助）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一式＝4,701,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
地方公共団体、（一社）柴田町観光物産協会

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑯地域商社、
観光地域づくり
法人（DMO）

R3.7 R4.3 9,881 9,881 9,881 R3補正（地）

17 単 通常事
業

24
地域公共交通
運行体制維持
確保支援事業

①目的・効果
新型コロナウイルス感染拡大防止対策として要請された、外出
や県外移動の自粛によって、事業運営に大きな打撃を受けてい
る阿武隈急行（株）の運行体制を維持し地域の公共交通を確保
するために、宮城県、福島県及び沿線5市町（柴田町・角田市・
丸森町・伊達市・福島市）で協調支援を図る。
②交付金を充当する経費内容
（１）阿武隈急行定時定路線・生活維持支援金 （20,000千円）
③積算根拠（対象数、単価等）
（１）阿武隈急行定時定路線・生活維持支援金 （積算根拠）
・支援金総額 300,000,000円　・宮城県　　  　　 75,000,000円
　　　　　　　　　　　　　（内訳）  ・福島県　　　 　　75,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・宮城沿線3市町 75,000,000円
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　・福島沿線2市　  75,000,000円
・宮城沿線3市町支援金総額　75,000,000円×
　　　　　　　　　　　柴田町按分率　0.26595 ≒ 20,000,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（１）阿武隈急行株式会社　（鉄道業・旅行業）
　　　【本社】福島県伊達市梁川町字五反田100番地1
　　　【会社概要】http://www.abukyu.co.jp/direction/

－ ○ － ○ － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 20,000 20,000 20,000 

事業の目的や経費、効果などを
ホームページで公表済み
　　　　　　↓（URL）
https://www.town.shibata.miyagi.jp/
index.cfm/82,0,163,327,html

R3補正（地）

 町公式ホー
ムページ・町
広報誌等に

より

R3補正（地）11,800 - - 

 「観光客入
込数(年間)」
（令和４年目
標値：
100,000人）

11,800 11,800 －

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再開

⑫文化芸術・
スポーツ・コン
テンツビジネス

R4.1 R4.3－ － － － －

①目的・効果
アフターコロナ時代を見据え、歩いて楽しい歩行空間や交流広
場、魅力的なフラワーガーデンを整備し、公園からの健康づくり
や人と人とがつながる場づくりを通して、人を呼び込み交流人口
を拡大する中で、地域の活性化を図る。
②交付金を充当する経費内容
（１）交流空間整備工事（工事請負費）
（２）快適な歩行空間形成工事（工事請負費）
③積算根拠（対象数、単価等）
（１）交流空間整備工事
１）槻木駅西緑地フラワーガーデンの整備
2箇所×2,300千円＝4,600千円
２）槻木駅西緑地への抗菌ベンチの設置
2基×500千円＝1,000千円
３）案内板整備
1基×200千円＝200千円【合計一式＝5,800千円】
（２）快適な歩行空間形成事業
１）船岡城址公園エリアおもてなし看板の設置及び更新
（早春の丘案内看板新設） 1基×1,000千円＝1,000千円
（既設看板更新）10基×280千円≒2,800千円
２）道標の設置（道標修正・交通標識更新）
20基×30千円＝600千円
３）周辺景観形成（ガーデン周辺の環境整備
（ｶﾞｰﾃﾞﾝﾌｧﾆﾁｬｰ・ｱｲｱﾝｱｰﾁ・修景施設等の整備）
一式＝1,600千円【合計一式＝6,000千円】
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
（１）地方公共団体

18 〇 単
通常事

業
108

人を呼び込む
魅力的な空間

整備事業


